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ヨーロッパにおけるコージェネレーションの見聞記ｊ
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蕊 RecentTrendsofCogenerationTechnologiesinEurope

鑓§錨
伊東 弘 一 ＊

Koichilto

騨・撫許職.蝋,
索‘瓶

ンダ人のTonvanderDoes氏が務めている．同氏と

は，筆者がUNESCOおよび昔勤務していた国際応用

システム分析研究所(IIASA=Internationallnstit-

uteforAppliedSystemsAnalysis)がサポートし

ているInternationalJournalofGlobalEnergy

Issuesにコージェネレーションの特集号を編集した時，

論文執筆をお願いした以来親交がある．

オランダの政治上の中心都市ハーグ(DenHaag)

で，1989年世界の環境大臣が集まった会議の席で，オ

ランダが地球温暖化阻止への協力を求めたことがある．

その時オランダはCO2排出量の増加は地球環境にとっ

て危機をもたらすので2000年迄に排出量を20%だけ減

らすよう決議願いたいと提案したそうである．当然の

ことながら，我が国を含む当時の各国大臣の反応は

CO2の削減よりも経済発展がより重要という冷たいも

のであった.Netherlandという低い土地を国名とす

る国，風車で海面下の土地を守ってきた国，街路の石

塁の石を外国から購入してまで国土を生み出してきた

国オランダは，ドン・キホーテ的役割を演じた訳だが，

国際情勢は現在確実に変化しつつある．

そのオランダがCO2削減の一つの切札として重視し

ているのがコージェネレーションである．後で詳述す

るが，同国におけるコージェネレーションの全発電量

に占める割合は現在約40%近くにもなっており,2000

年迄に40%という目標値も達成できそうな勢いである．

なお，副会長はイギリスの熱電併給協会(Combined

HeatandPowerAssociation)のDavidGreen氏

財政担当はドイツ人のJ6rgChristiansen氏である．

また，事務局は4人体制で，所長は昨年Michael

Brown氏から交替したイギリス人のDr.Simon

Minett氏，研究員としてフランス人のErwanCotard

氏とスペイン人のMercedesMarinNortes嬢それ

に秘書のEleonoraCavalera嬢がいる．

1．はじめに

昨年10月15～24日ヨーロッパにおけるコージェネレー

ションの調査研究，ならびにl1月14～29日アメリカの

ESCO(EnergyServiceCompanies)事業に関す

る会議(NAESCO)およびヨーロッパでのCOGEN

EUROPE第5回年次会議に出かける機会を得た．本

稿では，昨年11月26～27日，ベルギーのブリュッセル

のシェラトンホテルで開催されたCOGENEUROP

E会議の内容を中心に，最新のヨーロッパのコージェ

ネ動向についてお伝えしたい．

2.COGENEUROPEとは

COGENEUROPEの正式名称はTheEuropean

AssociationforthePromotionofCogeneration

であり,1993年欧州委員会エネルギー理事会(The

Enel､gyDirectorateoftheEuropeanCommission,

略称DGXw)の支援を受けて設立された組織である．

会員はナショナル会員（各国の代表という性格を有す

る15団体）と一般会員（多くは電力・ガス・石油・メー

カーなどの代表的企業）によって構成されており，全

体で現在30カ国から170の会員が加盟している．我が

国からは日本ガス協会と日本コージェネレーションセ

ンターが一般会員として加盟している.COGENEU

ROPEの活動内容は，年次会議の開催，年次報告書

およびCOGENNEWS(年4回）等の刊行物発行，

EUおよび各国政府に対するコージェネ普及促進およ

び環境規制関連のロビー活動，ならびに後述するICA

(InternationalCogenerationAlliance)と協力し

て，国際的にCO2に代表される地球温暖化ガスに対す

る排出権取引も含むロビー活動などを行うことである．

COGENEUROPEの会長は，設立当初からオラ

＊大阪府立大学工学部エネルギー機械工学科教授
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で，以下二，三のトピックスを取りあげたい．

なお，展示会も併設されたが，パンフレット配布が

中心でほとんど見るものはない．会議の出席者総数は

245名である．

3.2EU諸国のコージェネ普及状況と今後の政策

図-1は現時点で得られるデータをベースとして1996

年（一部の国においては年次の遅れ有り）のEU諸国

における全発電量に対するコージェネによる発電量割

合を示したものである．事務局のCotard氏がバイブ

ル・データとしないでほしいというように,EURO

Statisticに基づいてはいるものの，各国におけるコー

ジェネの定義や統計量の取り方の違い，また得られる

データの時間的な差もあって,COGENEUROPE

が過去発表してきた値にもかなり不整合がある.CO

GENEUROPEでは，発電量の割合をより重視して

使用しているようである．残念ながら，我が国にはそ

の方式によるデータがまだまとめられていない．しか

しながら，省エネルギー性やCO2排出量などの分析を

より精確に評価して行こうとする場合，当然設備容量

ではなく，発電量が問題となることは明白である．今

後，関係者各位が検討されることを待ち望みたい．

ここで，注目すべき発表は前述の欧州委員会DGX

Ⅶの委員長Lambert氏の2010年に対するコージェネ

発電割合の目標値である．現在,EUの上記割合は図－

1に示すように約9％であり，従来は2010年迄にこの

値を2倍の18％迄高める方針であった．しかし，欧州

議会は，財政的支援などを行うことや行動計画(action

plan)を立てて25%迄この目標値を高めることを望

んでいるようである．なお,10月COGENEUROP

Eの事務局を訪問した際,Cotard氏の説明では,18

％の目標値は多分何もせずに達成できそうなので,C

3．年次会議の内容

3.1会議全体について

初日の全体会議では，まず午前中に会長の挨拶の後，

事務局所長，前述EuropeanCommissionのDGX

Ⅶ委員長PatrickLambert氏のEUにおけるコージェ

ネ政策，オランダの小型コージェネ市場，イギリス

Sussex大学政策科学研究所のJohnChesshire教授

の基調講演，ドイツWuppertal研究所のManfred

Fischedich博士の分散型発電と環境問題の講演があっ

た．

午後のセッションは，「エネルギー供給における分

散化一グローバルな視点から」と題して7件の発表が

あった．この中で，一つの識寅はカナダのモントリオー

ル都市地域暖房会社(CCUM=Corporationde

ChauffageUrbaindeMontreal)提供によるビデ

オセッションである．これは，カナダのモントリオー

ル側の3名の講演者のいる部屋とブリュッセルの講演

会場間に衛星通信を利用してビデオ画像を送信し，会

場からの質疑応答も含めて発表を行ったものである．

会場内には2つの巨大なテレビが設置され，放映画像

の多少時間遅れは感じるものの，時差上の問題点がな

ければ十分機能する講演手段である．

また，当日はアメリカでは感謝祭ということもあっ

て，ワールドウォッチ研究所の上級副所長Michal

Klawe氏の講演がマサチューセッツと国際電話を通

じて行われた．内容については後述する．

2日目の午前中は2つの会場に分かれて，「コージェ

ネによる分散化の障害」と「マイクロ・コージェネの

技術的進歩」に関するセッションが持たれた．これら

すべての内容を紹介することは紙面上不可能であるの
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OGENEUROPEとしては30%を目標値とすること

を提案しているとのことであった．

なお，筆者が行った講演で，我が国のコージェネの

設備容量の全発電設備に対する割合が現在約1.9％と

いう値に対し，何故そのように低いのかという質問が

事務局Minett所長よりあった．精確なデータは判ら

ないが，旧式のボイラ蒸気タービン発電と抽気による

コージェネ設備が多分10%前後あるとの返答をしてお

いたが，今後この種のデータの集積も国際的な場では

必要なのかも知れない．

なお,EU諸国にとっても，京都COP3会議に対す

る対応は重要な課題である．エネルギーの需要増を考

慮に入れると，今後2010年時点でベースラインより15

%CO2削減を行っていくことが求められている．前述

のECのT｣ambert氏の発表によると，このCO2削減を

表1に示すような内容で達成する計画とのことで，コー

ジェネに対する期待の大きさを示すデータといえよう．

表1EUにおける項目別CO2

（単位：百万CO2トン‘

コージェネレーション

燃料転換

再生可能発電

運 輸

工業

エネルギー産業

民 生

再生可能熱

合計

標値

150

50

100

180

100

20

100

100

800

3.3コージェネの普及促進における障害について

前述のように,EU全体としてコージェネの普及率

を2010年迄に25%増やそうとしている状況下にあって，

果してその目標達成に向けて障害となる要因は何かを

議論しようというのが2日目午前の一つのセッション

の主目的であり，イギリス，オランダ（2件)，ドイ

ツより4件の発表があった．やはり現在普及率が40％

近くに達しているオランダの状況を参考にしながらの

議論展開といった内容であるが，オランダのCogen

Projectsに属するJandeVisser氏の発表に次のよ

うな言及があった．34％（この辺りの数値は前述のよ

うに人によって整合性が無いデータとなっている）の

普及率のオランダ（面積約41000km2で九州よりやや

小さい国）において，すべての地域で均一にコージェ

ネが普及している訳ではない．従って，西南部にある

エネルギー・資源

Westlandというエネルギー供給会社(Energy

distributioncompany,詳細は不明であるが，多分

電力に加えて，ガス，熱などの総合的エネルギー供給

会社と想像される）の供給地域におけるコージェネの

普及率は55％にもなっているということである．この

高普及率による供給電力波形への影響も常時全く問題

無しという訳ではないが，技術的に解決不可能ではな

いという結論であった．なお，同社では普及率が100

％になった場合の想定下に現在各種検討を進めている

とのことである．同氏の発表の結びは"Sothechall-

engeisyours.''という少々 挑発的なものであったが，

ただ単純にコージェネ普及を目指すことのみをゴール

とするのではなく，より多様な視点からの検討・評価

を今後行っていく必要があると感じた．

3.4マイクロ．コージェネについて

小型ガスエンジン，スターリングエンジンに加えて

PEM(Protonexchangememblane,プロトン交

換膜）型燃料電池によるマイクロ・コージェネレーショ

ンが次第に話題になってきている．COGENEURO

PEの今回の総会ではマイクロ・コージェネに関する

ワーキング・グループの結成が提案されたこともあり，

2日目午前の他のセッションのテーマとして設定され，

5件の発表があった．マイクロ・コージェネの学術的

定義は無いが,COGENEUROPEの提案書にはマ

イクロ・コージェネの容量は15kW以下（場合によっ

ては20～30kW)程度であり，戸別住宅用（ホーム・

コージェネとも呼ぶ,3kW以下）と集合住宅・小型

ホテル・プールなどの小規模施設用（ミニ・コージェ

ネとも呼ぶ）に分類しているようである．

1日目午後のセッションにおいて，筆者はPEMFC

とマイクロ・コージェネの可能性について言及したが，

前述のワールドウォッチ研究所のKlawe氏が同様の

ことを言及したのには少々驚かされた．同氏の講演の

論旨は，大型計算機が現在パソコンなどに流れている

ように，エネルギー供給の場でもその潮流があるとい

うことであった．

確かに自動車のエンジンが近い将来PEMFCに置換

されて行った場合,PEMFCのイニシャルコストは自

動車産業という大きな市場を得て急速に安くなるであ

ろう．しかしながら，これがマイクロ・コージェネと

して各家庭に今後導入されて行くものとすれば，自家

用車に乗る者ばかりが増えて，電車に乗る者がいなく

なる危険性も秘めている．また，排熱が80℃と低く，

冷房をどのように行うのかという問題点もある．今後，

－82－
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多様な角度から検討を行っていく必要があるテーマで

あろう．

4.ICAについて

ICAとはInternationalCogenerationAlliance

の略称であり，国際熱電併給同盟とでも訳せよう．

1997年に非公式に活動を開始した組織で,1998年9月

公式に設立された，コージェネを中心とする分散型電

源により地球温暖化問題，特にCOP対策に関連した

CO2排出量取引きなどを含む諸問題について国際的ネッ

トワーク作りを目指している．現在事務局はCOGEN

EUROPE内にあり，前任の事務局所長のMichael

Brown氏が所長を，また,COGENEUROPE研究

員のErwanCotard氏が副所長を勤めている．筆者

は,MichaelBrown氏と一昨年の京都COP3でICA

がコージェネに関するパネルセッションを開催した際，

一パネラーとして発表した以来の付き合いであるが，

多分COP3がICAの最初の活動ではなかったかと思わ

れる.ICAには昨年9月の設立当初,COGENEUR

OPE,イギリスのCombinedHeat&PowerAsso-

ciation,AustralianCogenerationAssociation,

アメリカのSolarTurbines,フランスのVivendi,

フィンランドのWartsilaNSDCorporation,イン

ドのMitconが加盟している．また，アメリカのU.

S.CombinedHeatandPowerAssociationが入

会したと聞いたが，この協会は昨年12月に新設された

組織である．この情報はCOGENEUROPEの会議

の前に参加したアメリカのNAESCOの会長Richard

T.Sperberg氏より聞いていた．アメリカでは以前よ
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りAmericanCogenerationAssociationという会

があり，同氏は以前会長を勤めていた方であるが，現

在この会はほとんど活動をしていないとのことであっ

た．今後,ICAに対して我が国がどのように関与して

行くかについては一つの重要課題といえよう．

5．おわりに

帰国後，アメリカエネルギー省が2010年迄にコージェ

ネ設備容量を倍増する計画を発表したニュースを入手

した．欧米諸国のコージェネを始めとする分散型電源

への期待の高まりを感じさせられた旅であった．

また，コージェネの分野においてもICAのように欧

米人の国際的組織作りの仕掛け方はﾖ備に上手であり，

我が国は経済規模の大きさにもかかわらず言語上の壁

等によって国際的リーダーシップを取ることがどうし

ても遅れてしまうことも事実である．ただし,Brown

氏がCOGENEUROPEを去ったのも，夫人がどう

してもブリュッセルになじめなかったという理由によ

るようである．筆者は多分フランス語およびフラマン

語の問題が大きいのかと想像しているが，今年EUの

通貨統一がなされたものの，言語という文化の集積物

を統合化する困難さを改めて感じつつ帰国した次第で

ある．

なお，余談ながらポーランドの工科大学のGdansk

工学大学のAndrzejAugusiak氏が会議中筆者のコー

ジェネに関する最適化手法を適用して最近博士号を取

得することができたとお礼にきた．国際的な場で一人

の弟子ができたような思いがした．
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;<講演申込締切>平成n年7月30日(金)(必着）。伽,｡､mbci㎡@Ⅷ…s伽h.ac.jp:
：

:＜前刷原稿提出締切＞平成11年9月24日(金)(必着） ：
&職.｡…………….耐.｡……………………………………………………………c"｡c職.……………………；
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